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●計画の概要 

（1）計画の背景 

平成７年 1 月の阪神・淡路大震災では住宅・建築物の倒壊による被害が多大であったことを受

けて、同年 10 月「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（耐震改修促進法）が制定されまし

た。 

しかしながら、近年では、これまで地震発生の可能性が低いとされていた地域でも、大規模な

地震が相次いでおり、いつどこで起きてもおかしくないという認識が広がっています。 

このため、建築物の計画的かつ効果的な耐震化を図るため、地方自治体に「耐震改修促進計画」

の策定責務をなどを盛り込んだ改正耐震改修促進法が平成 18 年 1 月から施行されました。 

（2）計画の目的 

『比布町耐震改修促進計画』は、町内の既存建築物の耐震性を確保するため、耐震診断とその

結果に基づく耐震改修を計画的に促進することにより、今後予想される地震災害に対して町民の

生命及び財産を守ることを目的としています。 

（3）計画の位置づけ 

本計画は、耐震改修促進

法に基づき策定するとと

もに、国の「建築物の耐震

診断及び耐震改修の促進

を図るための基本的な方

針」や「北海道耐震改修促

進計画」を踏まえ、比布町

の上位計画等との整合を

図り策定します。 

 

（4）計画の期間 

計画期間は国の基本方針や北海道耐震改修促進計画との整合を図り平成 22 年度から平成 27

年度までの 6 年間とします。 

平成 22 年 3 月 比布町 

建築物の耐震化緊急対策方針 

耐震改修促進法の改正 

建築物の耐震診断及び耐震改修の

促進を図るための基本的な方針

北海道耐震改修促進計画 

比布町総合計画等 

比布町地域防災計画 

比布町耐震改修促進計画

【国・北海道】 【比布町】 
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（5）計画の対象建築物 

本計画の対象とする建築物は、比布町全域の建築物とし、原則として昭和56年に改正された

建築基準法に基づく「新耐震基準」導入以前に建築された「住宅」・「特定建築物」・「町有建

築物」を対象とします。 

① 住宅 

戸建住宅、共同住宅、併用住宅、町有住宅等を対象とします。 

② 特定建築物 

耐震改修促進法第 6 条に規定された建築物で、以下の３種類の建築物があります。 

（1）学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームそ

の他多数の者が利用する建築物で一定規模以上のもの（法第 6 条第 1 号） 

（2）火薬類、石油類その他危険物の一定数量以上を貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

（法第 6 条第 2 号） 

（3）地震時に通行を確保すべき道路沿道の建築物で、倒壊時に当該道路を閉塞させる恐れが

あるもの。北海道が緊急輸送道路を指定しており、本計画では緊急輸送道路沿道の建築

物のうち所定の高さを超える建築物を対象とします。（法第 6 条第 3 号） 

③ 町有建築物 

 

●想定される地震と被害予測 

北海道では、①道地域防災計画及び中央防災会議の専門調査会で想定している海溝型地震を主と

した8つの想定地震と②国の地震調査研究推進本部で想定している主要活断層による12の内陸型

地震、③「全国どこでも起こりうる直下の地震」による震度予測を行っております。 

「全国どこでも起こりうる直下の地震」とは、活断層が地表で認められていないが、全国のすべ

ての地域で起こりうる地震であり、過去の事例や防災上の観点からマグニチュード 6.9 の地震規模

として震度予測を行っています。 

想定地震の震源やマグニチュード等は下表に示すとおりです。 

①北海道・中央防災会議の想定地震 ②地震調査研究推進本部の想定地震 

留萌沖地震

後志沖地震

石狩地震 

日高中部地震

北海道東部地震 

釧路北部地震

根室沖・釧路沖の地震

十勝沖・釧路沖の地震

北海道地域防災計画による想定震源 

中央防災会議･専門調査会による 

想定震源域 

凡  例 

 

増毛山地東縁断層帯 

石狩低地東縁断層帯主部

当別断層 

石狩低地東縁断層帯南部

標津断層帯 

富良野断層帯西部 

十勝平野断層帯主部 

光地園断層 

富良野断層帯東部 

沼田－砂川付近の断層帯

黒松内低地断層帯 

函館平野西縁断層帯 

 

 
 

 

※   ：比布町において影響が大きい地震 

 

地震名称 位  置（旧測地系） マグニチュード 

石狩地震 点震源：北緯 43.25 度 東経 141.25 度 Ｍ 6.75 

北海道東部地震 点震源：北緯 42.5 度  東経 146 度 Ｍ 8.25 

釧路北部地震 点震源：北緯 43.5 度  東経 144.5 度 Ｍ 6.5 

日高中部地震 点震源：北緯 42.25 度  東経 142.5 度 Ｍ 7.25 

留萌沖地震 点震源：北緯 44 度   東経 141 度 Ｍ 7.0 

後志沖地震 点震源：北緯 43 度   東経 139 度 Ｍ 7.75 

十勝沖・釧路沖の地震 面震源：上図中の断層領域 Ｍ 8.2 

根室沖・釧路沖の地震 面震源：上図中の断層領域 Ｍ 8.3 

断層の名称 断層モデル マグニチュード 断層長さ 断層幅 傾斜角 

標津断層帯 標津断層帯 Ｍ 7.7 53 km 14 km 北西60度

十勝平野断層帯主部 Ｍ 8.0 84 km 20 km 東 60 度 十勝平野断層

帯 光地園断層 Ｍ 7.2 27 km 20 km 東 60 度 

富良野断層帯西部 Ｍ 7.2 29 km 14 km 西 60 度 
富良野断層帯 

富良野断層帯東部 Ｍ 7.2 27 km 14 km 東 60 度 

増毛山地東縁断層帯 Ｍ 7.8 58 km 20 km 西 60 度 増毛山地東縁

断層帯 沼田－砂川付近の断層帯 Ｍ 7.5 37 km 20 km 東 60 度 

当別断層 当別断層 Ｍ 7.0 19 km 19 km 西 40 度 

石狩低地東縁断層帯主部 Ｍ 8.0 44＋27km 24 km 東 45 度 石狩低地東縁

断層帯 石狩低地東縁断層帯南部 Ｍ 7.1 24 km 24 km 東 45 度 

黒松内低地断

層帯 
黒松内低地断層帯 Ｍ 7.3 32 km 32 km 西 60 度 

函館平野西縁

断層帯 
函館平野西縁断層帯 Ｍ 7.3 22 km 22 km 西 60 度 
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震度予測の結果、本町で想定される地震のうち、最大の震度となり最も大きな被害が予測される

のは、『全国どこでも起こりうる直下の地震』です。この地震により、本町の最大震度は 6 弱と予

測され、建築物の被害は全壊 29 棟、半壊 244 棟と予測されます。 

 

①北海道・中央防災会議の
想定地震 

②地震調査研究推進本部
の想定地震 想定地震 

十勝沖・釧路沖の地震 増毛山地東縁断層帯による地震 

③「全国どこでも起こりう
る直下の地震」 

想定マグニチュード 8.2 7.8 6.9 

最大震度 震度 4 震度 5 弱 震度 6 弱 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

『全国どこでも起こりうる直下の地震』による震度予測（揺れやすさマップ） 

震度 6 弱 
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『全国どこでも起こりうる直下の地震』による建物全壊率（地域危険度マップ） 

 

建物全壊率 ＜1% 

建物全壊率 1%～2% 

建物全壊率 2%～3%
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●建築物の耐震化の現状と目標 

（1）住 宅 

平成 21 年度時点で比布町の住宅の耐震化率は 64.5%となっています。 

また、平成 27 年度における耐震化率を、過去の住宅の新築と建て替え戸数の傾向をもとに推

計すると、73.6％と推計されます。 

国の基本方針や道計画を踏まえ、平成 27 年度時点における耐震化率を 90%とすることを目

標とします。 

 

耐震化の状況（平成 21 年度） 耐震化の目標（平成 27 年度推計値） 

建物用途 総数 

耐震性を 

有する 

住宅棟数 

耐震化率 総数 

耐震化率 

90％の 

住宅棟数 

耐震性を 

有する 

住宅棟数 

耐震改修

目標棟数

住宅 1,320 棟 851 棟 64.5％ 

 

1,380 棟 1,242 棟 1,015 棟 227 棟 

（2）特定建築物 

① 多数の者が利用する建築物（法第 6 条第 1 号特定建築物） 

平成 21 年度時点で多数の者が利用する特定建築物の耐震化率は 100%となっています。 

このため、その他の第 2～3 号特定建築物や町有建築物の耐震化の啓発や向上に努めます。 

 

耐震化の状況（平成 21 年度） 

建物用途 総数 

耐震性を 

有する 

建築物棟数 

 

耐震化率 

多数の者が

利用する 

建築物 

6 棟 6 棟 100％ 

② 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物（法第 6 条第 2 号特定建築物） 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する特定建築物に該当する建築物は、町内には 4 棟あ

り耐震化率は 75.0%となっています。耐震性が不十分な建物については、北海道と連携しな

がら、当該建物の所有者に対し、耐震診断や耐震改修に関する情報提供や指導・助言を行い、

耐震化の促進に努めます。 

③ 地震時に通行を確保すべき道路に面する建築物（法第 6 条第 3 号特定建築物） 

地震時に通行を確保すべき道路に面する特定建築物に該当する建築物は、町内には 2 棟あり

耐震化率は 0%となっています。耐震性が不十分な建物については、北海道と連携しながら、

当該建物の所有者に対し、耐震診断や耐震改修に関する情報提供や指導・助言を行い、耐震化

の促進に努めます。 

（3）町有建築物 

比布町が所有する建築物は、特定建築物を含めて平成 21 年度時点で 127 棟あり、このうち

112 棟、88.2％が耐震性を有しています。（※少数の者しか利用しない施設を除く） 

町有建築物は、平常時の利用者の安全確保だけでなく、地震時においては災害対策の拠点や避

難収容施設等を担う重要な施設であることから、計画的に耐震化を推進していく必要があります。 

このため、町有建築物については、災害時の用途や規模等から耐震化の優先順位を定め、財政

状況等を考慮しつつ、避難所など緊急性の高いものから耐震診断や耐震改修等に努めていきます。 

耐震化率 

90％ 

 

●第 2～3 号特定建築物や、避難所等の町有建築

物の耐震化の啓発や向上に努めます。 
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●建築物の耐震化を促進するための施策 

比布町では以下の施策を実施し、住宅や特定建築物、町有建築物等の耐震化に努めていきます。 

 

基本方針 施策内容 主な取り組み

・一般診断プログラムによる無料耐震診断（戸建て木造住宅）

・耐震診断・改修費用助成の検討・実施

・税制の優遇措置の情報提供

・室内の安全対策（家具の転倒防止等）

・エレベーターの閉じ込め防止対策

・工作物等の安全対策（ブロック塀や窓ガラス等）

・揺れやすさマップ（震度予測）

・地域危険度マップ（建物全壊率）

・ホームページや広報誌等による公表

・相談窓口の設置

・パンフレットやホームページ等による情報提供

リ フ ォ ー ム に 合 わ せ た 耐 震 化 の 促 進 ・リフォーム時に合わせた耐震改修の誘導

・町内会や自主防災組織との連携

・危険箇所の点検など

地震に対する
安全性の向上
に関する啓発

及び知識の普及

耐 震 化 促 進 の た め の 所 有 者 へ の 支 援

地 震 ハ ザ ー ド マ ッ プ の 作 成 ・ 公 表

相 談 体 制 の 整 備 及 び 情 報 提 供 の 充 実

地 域 と の 連 携

地震時の建築物の総合的な安全対策の推進

建築物の
耐震診断や
耐震改修を
図るため
の施策

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●お問い合わせ・窓口● 

比布町役場 建設課 
〒078-0392 上川郡比布町北町 1 丁目 2 番 1 号 

TEL 0166-85-2111（代表） 

新潟県中越沖地震被災写真 


